


◇事業環境に関する認識と確認（経済環境）

個人消費の伸び悩みや、中国経済の成長の鈍化に加え、

英国のＥＵ離脱が国民投票で可決された影響により、

円高・株安が進行する等、景気は停滞感を強め、

先行き不透明な状況で推移。

◇事業環境に関する認識と確認（物流業界の状況）

国内貨物は、企業収益の下振れや在庫調整にともなう生産の落ち込み等から、

荷動きに力強さを欠き、

国際貨物は、米国、アジア向けを中心に輸出貨物が減少する等、

総じて低調に推移。



新経営計画のスタートに伴い、新たな区分で開示。



※以下、セグメント毎の概況は、第１四半期単四半期の内容。海外の第１四半期は、１－３月期。

◇日本・・・減収、増益

個別の売上高の数字をベースとして説明。

鉄鋼、電機をはじめ、国内の荷動きに力強さが見られないなか、

鉄道、トラック輸送、倉庫の各扱いが低調に推移。

海運は、海外引越が輸出入ともに伸長したものの、

設備関連の輸出が前年の第３四半期から継続して減少。

航空は、輸出の重量が対前年プラス４．１％と増加したが、

燃油サーチャージが大幅に下落。

輸出航空貨物の重量の方面別内訳は、対前年で

米州地域向けがプラス１．１％、欧州地域向けがプラス１０．４％、

アジア･オセアニア地域向けがプラス３．１％。

セグメントの利益については、

利用運送費や外注費、燃油費等の減少により、増益。

昨年連結化したワンビシアーカイブズが、売上げ、利益に貢献。

◇米州・・・減収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、減収、減益。

メキシコにおいては、トラック輸送や海運・輸出フォワーディングが好調に

推移したが、米国・カナダにおいて、前年の西海岸港湾混雑の反動により、

航空・輸出入フォワーディングの取扱いが大幅に減少。



◇欧州・・・減収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、減益。

自動車関連や医療・医薬関連の荷動きがあるものの、

スペインで前年にあった自動車関連の航空・輸出フォワーディングの

反動減等により、減益。

◇東アジア・・・減収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、減収、減益。

前年の米国西海岸の港湾混雑の影響もあり、

地域全体で、航空・輸出フォワーディングが減少。

香港における倉庫業務の取扱い減少により、売上げ、利益ともに下落。



◇南アジア・オセアニア・・・減収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、減収、増益。

航空・輸出フォワーディングが、前年に米国西海岸港湾混雑による

チャーター便輸送等があった反動で、大幅に減少。

新規連結会社が加わったことや、航空利用費の圧縮等により、増益。

◇警備輸送・・・増収、減益

一部の不採算業務からの撤退の影響があるものの、前年並みの売上げを確保。

社有戦力のみで業務を行っているため、人に関わる各種コストの増加により、減益。



◇重量品建設・・・減収、減益

国内においては、シャット・ダウン・メンテナンス業務が増加。

海外においては、大型プラント工事がピークアウトしたことにより、大幅な減収。

◇物流サポート・・・減収、減益

日通商事において、石油類の販売単価が下落したため売上げが減少したほか、

輸出梱包業務等のロジスティクス・サポート事業も低調に推移。





◇修正に至った背景

国内における企業収益の下振れ等による荷動きの低迷により、

売上高が減少する状況が継続。

当初は下半期には増収に転ずることを見込んでいたが、

現時点において荷動きの回復が期待できず、

この状況は下半期に入っても続くものと見込まれる。

海外においても、中国をはじめとした新興国経済の成長鈍化等による

輸送需要の減少、円高による為替の影響等により、

売上高が当初の目論見よりも落ち込むと予想。

連結の営業利益、経常利益、および親会社株主に帰属する当期純利益については、

利用運送費や外注費等の仕入単価の動向等を勘案し、

通期および上半期ともに、予想数値を据え置き。

個別の業績予想についても、

通期および上半期の売上高ならびに当期純利益を修正。



◇日本

物量の大幅な増加が見込めず、荷動きを牽引する材料が見当たらない中で、

売上高については減収傾向が続く見込み。

外注費をはじめとした費用のコントロールに努め、

利益面では当初見込んでいた金額の確保を図る。

昨年末に資本業務提携契約の締結を発表した

名鉄運輸との連携強化も推進。

◇米州

前年の特需の反動が続いたものの、

メキシコでの自動車関連の取扱いにより、

トラック輸送や海運・輸出フォワーディングが好調に推移。



◇欧州

地域全体において、航空・輸出入フォワーディングの取扱いが堅調に推移。

各種の収支改善の効果が、利益に貢献する見込み。

◇東アジア

前年の航空・輸出フォワーディングのスポットの反動が大きく、

また香港での倉庫業務の取扱い減少等の影響もあり、低調に推移する見込み。

費用面では、各種コストの改善を推進。



◇南アジア・オセアニア

前年のスポットの反動で、航空・輸出フォワーディングの取扱いが減少。

新規連結会社による寄与が続く見込み。

◇警備輸送

キャッシュ・ロジスティクスのプラットフォーム構築に向け、

金融機関からのアウトソーシングの獲得に努める。

人に関わる各種コストの負担増が避けられない見込み。



◇重量品建設

国内でのシャット・ダウン・メンテナンス業務の獲得を進めているが、

前年までの海外プラント工事のピークアウトの影響が大きいものと見込む。

◇物流サポート

石油類の販売単価下落の影響が、上半期まで継続する見込み。






